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中国経済体制改革理論の新展開
…一最近の物価高騰の原閤分析を通じて一一
長野選・子
中国の開放経済政策はいま新たな試練を迎えている。著しい物価騰棄に象
徴される事態、は，これまでの開放経済政策の夜り方を問い直す内容をもっと
理解されるものがある。 においても1985年までの顕著な発展に比べ
て最近は停滞的である。 1980~例年までが年率 7%台の成長率であったのが，
85~87年は 2%台になっている。農家生産請負織の導入により，生産収益を
農畏が収得する度合が高くなったことが，生産の向上をもたらしたが，他方
では，農業生産基盤に対する投資減退を鵠き，それが農業生産力の発展を臨
む事態になりつつある。工業投資においても，過熱ぎみの生産は生産財の調
達において大きな課題を抱えてきた。市場儲格と計器価格という価格二重制
下において，生産財の入手に際して，この二重制の正常な稼動がなされず，
それが生産財の購入難と価格騰貴をもたらした。このようなことは生宅建設
部門においてもみられた。異常ともいえる物価騰貴は，社会主義中国の経済
政策の在り方を問うものである。物価!騰貴の原因究明とそれに基づく対策を
たてることが緊要の課題となった。中罰経済学会では，このために多くの議
論が行われ，各種の見解が出された。これらの議論は，中国の経済改革に対
する見解を提示しており，社会主義建設における理論検討の課題を示してい
るとみられる。商品経済を積極的に導入しようとする限り，社会主義社会に
おける価儲法則の問題，市場価格と許画価格，価格変動の要因などの解明が
求められている。子軍氏は，これらの課題解明のためにも，中閣の物細騰貴
に関する議題の所在を検討することが肝要だとして本稿とまとめられた。こ
の論稿から物価総資についての中国での議論が窺えるし，社会主義建設にお
ける理論的課題を知ることができょう。なお，本構を基に子軍氏は法政大学
中間研究所で報告を行った。 (長野 濯)
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I はじめに
I 需要膨張の根本的な要因に関する中国経済学界の諸見解。
1.政府のマクロ経済政策の誤り一一，一方的に経済成長の高速度を
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II 社会主義経済体制改革の段階に関する中国経済学界の再認識。
1. r改革中期総合症」という認識の登場。
2. r旧体制から新体制への過渡期」論から「新旧体制の併存時期」論
への移行。
3.以上の理論の登場の意義。
IV 社会主義体制側面の改革の関連'1主についての中国経済学界の再検討。
1.所有制度の改革と市場メカニズム改革との関連性。
2.価格管理制度の改革と市場形成との関連性。
3.経済体制改革と政治体制改革との関連性。
V 最後に
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I はじめに
中閣では1985年以来，物価が連続的に上昇してきたが(表lを参照)，今年
雪量 1 近年来仁和国物価の上昇塁手
年
1985 1986 1987 1988 1988 項目 1-9月 10月
小売物価伸び率 8.8 6.0 7.3 16.0 
資金従業者の
生活費用価格総 8.8 18.3 31.0 
水準
注 前年あるいは前年同期比伸び率， (%) 
資料 r人民日報j(海外版1988年2Fl25日， 10Fl25臼)により作成。
(1988年)の夏，中国の指導部が賃金制度の改革と並行して大幅な価格改革
そ断行するとの意向を表明すると，員衆の艇では買い、潜めパニックが起った。
そのため中国政府は， 9月5日には長期保組貯金口践を(却ち貯金の価値を
{呆f寺するため， 八年の貯金金利は物価の上昇率とスライド引き
あげるということである)を開くという緊急措置を訂ち出した。 9丹15日か
ら21尽にかけての中央政治局会議では，指導者たちは大幅な価格改獲の意図
を放棄し，今後の二年間で経済環境を整備し，経済秩序を整とんする方針を
決めた。 9月末の共産党の十三期三中全会で越紫陽総議記は「来年の物価上
より高くならないようにすることは今後の一切の施策が準拠すべ
き中心任務だJと強調した。 10丹3日から「公理の整頓に関する決定jなど
一連の政務の規制が相次いで公布された。 10月11日調務院の全体会議の後，
罰家物価局，財政部，商業部，田家計画委員会など行政管王軍部門から各領域
の経済誤i慈についての具体策も通達された。実はそれらの指霞は概ね銀行貸
付けの出締めと商品流通秩浮の整頓という二つである。
最近，国務院発展研究センター物価問題担当機関の方の話によると，越紫
陽の一部の若手ブレーンたちは経済の出き締め措諸についてニつの提雷を行
った。一つは経済全体の引き締めより生産構造の調整がもっと張要なことだ
ということであり，もう一つはわれわれが行政的な手段で、流通秩序を整頓す
るより，むしろ旧制度の改革を通じて整頓する万j去を選択すべきだというこ
とである。即ち現物取引市場の整備と先物取引市場の設立によって，流通の
秩序を整顧することである。しかし，最近の『人民日報jによると来年の隠
49-
おおなた
民経済計画についての政府の政策の姿勢はやはり大詑を振るって経済活動を
収束するということである。
ところで，中国指導部の経済政策の急逆転は何を意味しているであろうか。
これについて，私は中国の経済改革が物価高騰という暗礁に乗り上げたため，
やむえず経済改革，特に価格改革の歩みが一時的に中止されたことを意味し
ていると思う。
しかしながら，物価高騰は一種の経済現象にすぎず，こうした現象は現在
の中国の経済改革全体のかかえている矛盾と問題点を集中的にあらわしてい
るように思われる。それゆえ，物価高騰という経済現象が経済改革理論の再
検討を引き起している。
I 需要膨張の根本的な要因に関する中国経済学界の諸見解
物価高騰の原因は通貨膨張であり，
表2 近年来中国の市場貨幣流通量の伸び率(%)
通貨膨張の原因は社会総需要膨張，
即ち，投資と消費を含む社会総需要
が社会総供給を超えるということで
ある(表 2を参照)。物価高騰の要因
についての中国経済理論界の認識は，
ここまでは一致しているが，しかし，
資料 『人民日報J(海外版・ 1988年8月18日)
及び華生他『中国改革十年回顧・反省与前
途J(r経済研究J1988年第10号)により作
成。
もっと突っ込んで総需要膨張の要因について中国経済学者の見解は大くわか
れている。これらの見解は概ね二つに大別できる。
表 3 近年来中国工業総生産の伸び率 (%) 
資料 『人民日報J(圏内版1988年 6月19日， 1月29日)により作成。
一つの見解は総需要膨張の要因が依然として経済成長の高速度を追求する
政府のマクロ経済政策によるものだというものである(表3を参照)。例えば
国家物価局物価研究所の文章は「我が国においては近年来物価が連続に高進
している主な要因の一つは，政府が大幅に基盤産業の製品価格を引き上げな
がら，他方同時に財政収入を減少させない(即ち政府が企業からの租税や徴
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収する利潤を削減しないこと一引用者)ことだ」と断言している。さらに彼
らは， I政府が財政収入の現状を維持する理由は，財政支出を削減することが
できないためである。財政支出がなかなか削減しえない理由として二つがあ
げられる。一つは行政費用の規模が大きすぎるからだ。もう一つは中央から
地方までの各省各県の政府が依然として一方的に経済成長の高い速度に偏っ
ていることである」ωと述べている。
いま一つの見解は現在の社会総需要膨張は，政府のマクロ経済政策の誤り
の結果ではなくて，経済体制そのものの欠陥によるところが大きいというも
のである。例えば，華生 ・張学軍氏などの論文は以下のように述べている。
「総需要膨張と産業構造のアンバランス現象を経済の急速な成長の結果とし
て認めるという認識は歴史の経験を汲み取ったもので一理あるが，しかしな
がら1984年以来，企業の自主裁量の権限が拡大された結果，中央から企業へ
の生産を増加させるという圧力が少くとも緩和したが，しかしながら企業の
潜在的膨張傾向が下火になるか，むしろ逆に強くなっている。それゆえ総需
要膨張の要因或は主な要因は政府のマクロ経済政策の問題ではないJ(2)と分
析されている。
ところが同じく現存の経済体制の欠陥を社会総需要膨張の要因とする立場
の中でも，具体的な点では見解が異なっている。一部の経済学者は新しい経
済秩序の欠如を強調しているが，これに対して一部の経済学者は改革が徹底
していない旧体制の欠陥を指摘している。
例えば今年の 9月ごろ，世界経済導報社，中央テレビ及び国務院体制改革
研究所の三つの機関は， I商品経済の新秩序についての討論会」を共催した。
その討論会での発言は新しい経済秩序を強調したものである。例えば戴園長
氏の発言を見ると，彼は「価格が放開(即ち価格統制の撤廃ということであ
る一引用者)されて以後，若干の都市で価格が雪だるま式に上昇しつつある。
このような事情はわれわれに反省をせまる材料を提供している」。即ち「われ
われは市場をコントロールする指令的な手段を否定すると同時に，できるだ
け早く一般的市場規則を設定し，市場活動に対する監督を強化するととが必
要である。それによってはじめて旧体制から新体制への移行が可能になるJ(3)
と述べている。彼はさらにこの文章の中でスポーツの試合を例にあげ，市場
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規郊の重要性を説明している。これについて彼はさきの文章の中にあまり展
開していないが，彼は研究室の討論会における発言によって，その具体的な
意味を説拐した。彼は研究室(戴氏はその時中隈社会科学院経済研究所政治
経済学研究室の主任でした)で f現在の中関の政府はサッカーの試合にたと
えると，その試合がすでに始まったが，試合の規則がまだ出来ていない状態
だ。jと替っている。さらに彼は「そのために一部のスポーツマンがあちこち
自由に走っているが(錨人経営の寵業と郷鎮企業などを揺す)，一部のスポー
ツマンが境期が知らないので動く意欲が出せない(間営企業を指す)。結局，
不公平の試合になってしまうjと言っていた。そこで戴鴎農民は去年からこ
ういう思考をすでに形成していたが，彼の見解は今日ではもっと体系化して
いると思う。
しかし，一部の学者は戴間最氏と向様に経済体制の問題を需要膨張の要因
としているけれども，彼らはその経済体制の問題点について新秩序の欠如よ
りi自体制の欠焔を強謂している。代表的なのは若手の経済学者華生氏らの見
解である。彼らの見解はハンガリーの経済学家コルナイの『不足経済学jの
論理を踏えて中顕の総需要の膨張は社会主義理の共通する「投資飢餓症jの
表現だというものである。しかしながら，問じく「投資凱銭症Jを総需要膨
張の要閣とする見解には人によって具体的な説明が異なっている。事生氏ら
は「中陪の企業管理体制がある程度，改革されたが現在依然として閣と企業
との資産関係が不明確で， ミクロ基盤構造が依然として不合理の状態にある。
そのため企業の行動が「短期化J(続期的視野による行動という意味である
引用者)されている。これは総需要が膨張する内的な動因になっているJ<叫と
述べている。
それに対して中居経済改策研究所の文章は投資務張に直接に関連する問題
点をニつあげている。「第一は誰が膨張させているのか，第二は誰が膨張を支
しているのかということだ。現在のところでは，後者の問題は前者の問題
より重要であるJ，11984年の激しい投資153張は明らかに銀行の費付競争と関
係がある。 1985年の全毘的な引締めの後でさえ収縮しなかっ は依然と
して銀行システムの拡張と密接な関係があるJ(5)と替かれている。それはー
前の文章である。けれども，いまでもやはりこのような見解がみられる。例
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えば最近財政部財政科学研究所副所長葉振鵬氏は，経済改革研究所の見方と
同様な見解を発表した。葉振鵬氏は「国家予算の半分以上がインフラストラ
クチュア産業に投入されたが，国家予算以外の資金と貸付金の大部分は依然
として製造業に投入されている。」という現実をあげ，以下の結論を出した。
即ち， I経済改革の深化にともなって銀行の権限と役割が大きくなっている。
そのため銀行から製造業への貸付は製造業の肢行的な成長，ひいては社会的
総供給と社会的総需要の不均衡をもたらした。そこで製造業向けの銀行貸付
を控えることは通貨膨張を抑制する鍵だJ(6)と断言している。
以上，中国の経済学界における物価高騰の根源，即ち社会的総需要膨張を
もたらす要因についての諸見解を紹介した。これらの見解を大別すると二つ
の流派にわかれている。即ち， 一方的に経済の高度成長を追求するマクロ政
策の誤りを需要膨張の要因とする「マクロ政策派」と，経済体制の欠陥を需
要膨張の要因とする「体制派」である。「体制派」の中に需要膨張の要因につ
いて「新しい経済秩序の欠如」を上げるものと， I旧体制の改革の不徹底」を
強調するものとの二つの見解がある。さらに仔細に見ると，同じく「旧体制
の改革の不徹底」を需要膨張の要因とする見方でも「企業の自らの規制力の
欠如即ちミクロ所有制度の問題」を強調するものと， I銀行貸付規制力の緩和
即ち銀行制度の問題」を強調するものとこつにわかれている。勿論，以上の
各々対立する見解にまた折中的見解がある。例えば元中国人民銀行副行長楊
培新氏は需要膨張の要因として「マクロ政策の誤り」と「現存の経済体制の
欠陥J(7)の二っともあげている。紙幅の関係でそれらの見解を詳しく紹介せず
に，次の問題一社会主義経済体制改革の段階についての新しい探索を紹介し
たいと思う。
II 社会主義経済体制改革の現段階に関する中国経済学界の再認識
以上の需要膨張の要因についての討論に関連して，中国の経済学者特に需
要膨張要因の「体制派」の人々は社会主義経済体制改革の段階について新し
い見解を出した。彼らは現在の改革中の東欧の諸国つまりユーゴスラビア，
ハンガリー，ポーランドなどで中国と同様にインフレがみられることに気が
ついた(表4を参照)。東ヨーロ ツパのインフレというと例えばユーゴスラビ
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アでは10年来続けて政府がインフレを抑制してきたにもかかわらず，依然イ
ンフレ率は高く，現在においてすでに190%になっている。ポ ラー ンドでは，
賃金と物価がスパイラルに上昇しつつあって，今年の 6月まで公営部門の賃
金の上昇率伐57.5%，小売り物価の上昇率は49.4%になった。中国の経済理
論界の「体制派」の人々はこういう現象を「改革中期総合症」と言っている。
表 4 1988年の前半期の四つの改革中の社会
主義国家の物価上昇率 (%) 
資料 r世界経済導報J(1988. 9. 5) ，筆生
「改革中期総合症」とは，以下の内
容である。社会主義国の改革は一般
的に三つの段階を経るはずである。
最初の段階は旧体制を突破すること
であり，第二の段階は旧体制の要素
他『中国改革十年の回顧・反省与前途Ja経 と新体制の要素とが併存することで
済研究J1988年第10.1号)により作成。
あり，最後の第三段階は新しい体制
が設立され，完備されることである。現在，東ヨーロ ッパと中国は改革の第
二の段階にある。それらの国の状況から見れば経済改革の第二段階にはいる
と物価高騰や通貨膨張及び社会矛盾の激化などのようなことが起りがちであ
る。社会主義国の経済改革の第二段階でおこったこれらの社会経済現象を「改
革中期の総合症jと言っている。
最近に中国経済理論界で改革の段階について論議されている。
かねて現在の中国の経済体制改革の段階について中国経済理論界の論述は
1日体制から新体制ヘ移行する時期」と言われていたが，最近になって中国
の学者たちはその論述の表現よりもっと多く「旧体制と新体制が併存する時
期」と言うようになっている。例えば国務院発展研究センターの文章は「我
が国の経済改革はすでに経済体制改革の第二段階に入ったJ，1第二段階は新
旧体制の要素が併存しそれらの比重の等しい段階であるJ<8lと書かれている。
華生氏らの文章は「改革の深化にともなって我が国ではすでに新旧体制の併
存する局面が形成されたJ(9lと述べている。このように明確に新旧体制の併存
を強調するのは最近のことである。
以上の経済体制改革の段階についての論述の変化は経済体制改革そのもの
の進展を背景としているのである。即ち，経済改革の進展にしたがって現存
の経済体制の中に旧体制の要素から新体制の要素へのウェート ・シフトが行
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われたということである。「旧体制から新体制へ移行する時期」や「新旧モデ
ルの転換の時期」というような論述は改革の初期段階で経済体制の中に新要
素のウェートが旧要素より小さい時期の理論上の表現である。これに対して
「新旧体制の併存時期」との表現は少くとも新体制の要素が経済体制全体に
半分のウェートを占めていることをあらわしている。そのため，経済改革の
進展によって経済学者は新旧体制の「移行Jよりも新旧体制の「併存」や「両
立」をもっと強調するようになった。
以上に中国経済改革の段階についての論述の変化と「改革中期総合症」理
論の登場は重要な意味があると思う。
第一は現在一部の人は改革中の東欧国と中国のインフレ及びそれよりもた
らされた社会の不安定によって，改革の方向は間違ったとか，ペレストロイ
カが行きづまりになったとかと論議している。「新旧体制が併存する時期」と
「改革中期総合症」の理論は，それらの疑問にふれて，改革が巨大な困難に
ぶつかったにもかかわらずその方向は間違いではないし，その前途も明るい
と論じている。さらに現在，改革中の各国が直面している困難は改革の一定
の時期に入るとおこりやすいこと，言わば「一定の必然性のあること」だと
説明している。
第二は「新旧体制併存論」と「中期総合症論」は物価高騰などの現象を改
革中の諸国の共通の問題として，言い換えれば普遍的な問題として認識する
ようになったために，経済改革理論研究の視野が拡大され，視点が高められ
るようになった。即ち，経済改革についての研究は， 一時的な対策研究だけ
ではなくて，理論的に経済改革の法則を探るようになっている。
第三は中国の経済理論界は現在における新旧体制の摩擦について深く認識
するようになった。即ち，経済改革の現存段階における問題点と難しさは新
旧体制の摩擦に根ざしており， I改革中期総合症」の病源は新旧体制の摩擦に
あるとしている。
しかし，日米貿易摩擦について一部の人はアメリカの貿易赤字を批判し，
一部分の人は日本の貿易の黒字を批判することと同じように，中国の新旧経
済体制の摩擦について，中国経済学界では旧体制要素の阻害を強調する人も
いるし，新経済秩序を設立する重要性を強調する人もいる。「旧体制の阻害」
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を強調する人は，前に述べた総需要膨張をもたらす要因についての「旧体制
欠陥派」である。彼らは絶ずに旧体制の要素を改革しなければ，新旧体制の
摩擦が避られないばかりか，全面的に旧体制に戻る危険もあると考えている。
「新秩序の設立」を強調する人は，総需要膨張の要因についての「新秩序欠
如派」である。彼らは旧制度を廃棄すると同時に新秩序を設立しなければ社
会の混乱がもたらされる。そのため，旧経済制度はすでにある程度打破され，
現在のところでは，旧制度の改革よりも新秩序の設立ことが当面は急務だと
主張している。
以上は中国の経済学界での社会主義経済体制改革の現段階についての新し
い探索である。その問題についての中国の経済学者の新しい認識は「新旧体
制の併存する局面の形成」と「改革中期総合症」理論である。こういう認識
の登場は改革の進展及びその進展とともにおこった物価高騰などの困難を背
景として重要の意義がある。その意義について私は三つをあげた。一つはこ
の理論は改革の方向が間違ったことや，改革行きづまりの論調を否定したこ
とである。 二つは，その理論が従来の改革についての理論研究の対策的な性
格を一変して東ヨーロッパなど国の経済改革に関連させながら社会主義経済
体制改革の一般法則の探索に一歩を踏み出したことである。三つは，その理
論が中国経済理論界で「新旧体制の摩擦」についての強い認識のあらわれで
ある。
IV 社会主義体制の各側面の改革の関連性についての中国経済学界の再検
討
社会主義体制の各側面の改革の関連'性についての研究は最近に盛んになっ
ている。その背景としてやはり物価高騰によって改革の斉合性の重要さが認
識されるようになったことである。現在中国理論界での改革の各側面の関連
性についての研究は以下の三つのことに集中している。
第ーは所有制度の改革と市場メカニズム改革の関連性である。周知のよう
に経済体制の改革は所有制度の改革と市場メカニズムの改革との二つの側面
が大別される。数年前すでにこの二つの側面の関連性と斉合性を経済改革研
究の中心に据えようになる兆がみられたが，最近ではその傾向は一層に顕著
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になっている。
第二は価格管理制度の改革と市場形成の関連性である。数年前から，価格
メキニズムの改事と租税，和子，賃金など別の市場メカニズムあるいは別の
経詩メカニズムの改革との関連性の問題は中国の経済理論界ですでに討論さ
れてきているが，錨格管理制度の改革と市場形成の関連性の問題が登場した
のは1988年のことである。「市場形成」という概念にはニつの意味が含まれて
いる。一つは生産財でも全ての生産要素が市場に取引きされることを指す。
もう一つの意味は独占が排除された市場，つまり，合理的に競争できる市場
を指す。こういう理論の登場の は現在，中国では大部分の商品価格が
f放開J(自由化)されているがしかし，蕗品生産者がやはり合理的に市場で
競争できないという状態である。それゆえ，一部の経済学者は「価格が放関
されることはかならず、しも市場が形成されることではないjと述べている。
紙掘の関係で所有制度と市場メカニズムとの関連性や価格改革と市場形成
との関連性についての討論はこの程度の紹介にしたいと患っている。以下で
f関連性jつまり経済体制改革と政治体制との関連性について詳しく
紹介することにする。
経済体制改革と政治体制改革との関連性について。
今年の夏，中国の指導部が価格改革を一層に推進するとの決定を行なう前
には越紫陽の青年ブレーンたちは，価格改革について社会調査を行った。彼
らの調査は中国民衆が舘格改革による物価上昇に対し受容力があるという結
論している。彼らはその結論を錨格改革の根拠として指導部に提供していた。
しかし指導部は大幅に価格管理制度を改革する方針を打ち出すと，予想に反
して大衆は我慢ができなくなり，賢い溜めの騒ぎの火が噴き出した。趨紫陽
のブレーンたちの調査結果は間違ったのであろうか。そうではなし、中国の
罰衆は改革のための犠牲的精持を持っていないのであろうか，そうでもない。
問題の本質は物価高騰そのものではなくて，物価上昇がもたらした社会的不
公平である。即ち，民衆の不満は，物価上昇からもたらした生活費用の上昇
だけではなしむしろそれより物価上昇とともに社会各階層の収入の差が大
きくなり，社会的不平等と不公平がはげしくなったことである。
物価上昇ー から和主主を得たのは， 一部の不正な官僚とその「関係網J(官僚と
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利益の関連があるグループ)の中の人たちである。まず第一に現在の中国の
政治経済体制のもとに一定の官位にのぼると国からの特殊な消費品供給が受
けられることである。そのために物価上昇が発生しでも，この階層の人々お
よびその家族の生活に対しては影響があまりないのである。
第二に経済管理の権限を握っている官僚や退職した古参幹部及び高級幹部
の子弟の中にその地位と特権を利用し，計画物資を横流したり空売りしたり
してもうけている人々がいることである。これはいわゆる「官倒」である「官
倒」というのは官僚による転売の意味である。例えば現在，中国では経済秩
序が整とんされている。その整とんの槍玉の一つに官僚的な公司，つまり経
済行政管理部門の官僚が運営する公司があげられている(中国流には「政企
不分」の公司 行政と企業が合一すること， 1官商不分」の公司一官僚と商業
が合一することである)。去年の後半から公司の管理機関である「工商行政管
理局jへ登録された公司の数は弾がついたように急速に増えている。 1987年
の末まで全国のその数はすでに36.4万件になって， 1987年の中葉の15万より
二倍以上増加した。今年になっても，依然として公司の数が続げて増える一
方である。新しく出来た公司の大部分は官僚的な公司である。それらの公司
は行政管理権限を利用して国家計画内の重要な原材料と足りない消費財を横
流しでもうげている。鋼材の例をあげれば，現在，中国では鋼材が不足して
いる。鋼材の取り号|き権限を持つ公司は計画内の安い価格で鋼材をたくさん
買い溜め，その後それらを高い市場価格で売り出す。それらは三回，四回と
転売されるうちに鋼材の価格はもとの価格より三倍ほど高くなる。
第三に不正な官僚が統制物資を管理する権限を利用して，それらの物資が
必要とする企業や個人経営者や外国商人から賄賂を受付取っていることであ
る。
官僚階層の以外に物価上昇から利益を得ているのは官僚の「関係網」には
いった個人経営の販売者などいわゆる「私倒」の「倒爺」である (1倒爺」は
転売をやる者を指し， 1私倒」は個人経営の販売者による転売を指す)。現在
の「私倒」は「万元戸jばかりではなくて「百万元戸Jになる人たちである。
実はそれらの不正な官僚及び流通領域の「私倒」が，物価高騰をあおる主
役を演じている。それに対して賃金にたよって暮している労働者，農民と知
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識人及び定年退職した人々は一般消費財の物価高騰によって苦しくなってい
る。例えば f人民日報jに掲載されたある記事によると，陪じど/レに住んで
いる人々のうち毎司，豚肉や魚、やトマトなどを買って持って帰宅する人は販
売者とか，官簡のお手伝さんとかで，白菜やジャガイモなど安い野菜だけを
持って帰宅する人は労働者とか学校の先生(大学の教授も)たちだというこ
とである。そのために民衆の怨嵯は物価高騰そのものだけではなくて物価高
騰によって拡大された社会的不公平に向けられている。
周知の通りに価格管理制度改革の自的は価格の本来的な役割を正常的に発
揮するためである。その本来的役割とは，一つは生産資源の合理的な配置と
いう役割であり，もう一つは社会経済収益分配の合理的な調整ということで
ある。しかし，現在の中国の政治体制のもとに錨格管理制度の改革が不正な
宮僚に利用されてしまったため，価格の本来的な役割を発捕するよりむしろ
に資源配置の不合理と社会収益分配の不合理をもたらしているのである。
それゆえに中国の改革者たちは，物価高騰による諸矛盾に対し政治改革の
を強く認識するようになってきている。「現在，中国改革の最大の脅威
は官僚の権限の膨張であるJとか「われわれは政治改革を進めなければ経詩
改革の失敗が避けられないJとかが指擁され，政治体制改革を求める声が高
くなっている。
以上は社会総需要膨張の要国や社会主義国経済改革の段階及び社会主義体
制改革の各側罰，特に経済体制改革と政治体制改革の関連性という三つの商
から中国経済学界の新しい経済改革理論の展開を紹介した。
現在，中罰の経済改革は暗礁に乗り上げ，改革の前途に困難が横たわって
いる。しかし，改革は確実に進行している。改革についての理論的考察も進
んでいる。私は中国の改革がかならず今日の劉難を乗り越え，新しい社会主
義体制を形成すると信じておる。
附記
一、 1979年以後の中隠価格改革の状況
1.価格体系に対する政府の六つの大き
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(1) 農産物の買い上げ価格を大幅に引き上げた。食糧品の買い上げ価格
が平均2.2倍となった。綿花，搾糖原料，タバコの葉など農産物の買い
上げ価格も値上げした。
(2) 鉱産物の価格は55%，原材料工業製品の価格は45%値上げした。
(3) 都市住民に切符制度で配給している食糧，脂，砂糖及び塩を除いて
食品価格は57.8%値上げした。
(4) 綿織物，アルミ釜，自転車など工業消費財の価格を引き上げて，化
繊繊物，腕時計，ラジオなど消費財の価格を引き上げた。
(5) 鉄道の運輸料金を21.6%ヲ|き上げ，水運と航空運賃をも引き上げた。
(6) 輸入商品圏内市場の売出価格を調整した。
2.価格管理制度についての三つの大きな改革
(1) 農産物の価格に対する政府の統制は殆ど廃棄された。
(2) 一般軽工業製品と紡績製品及び日用雑貨の価格に対する政府の統制
が廃棄された。
(3) 重工業の価格については，国家指令的計画で生産された製品を除い
て，指導的計画で生産された製品はある程度自由化され，計画以外の
生産製品は全て自由化された。
一 中国建国以来の四回のインフレーション
(1) 建国初期
(2) 1950年代末から1960年代初まで
インフレの原因は，経済過熱一「占躍進」である。政府は社会需要
を削減される方法で抑制した。
(3) 1980年前後
インフレの原因は，経済過熱一「洋躍進」である。政府は社会供給
を増加する方法で抑制した。
(4) 1985年以来
インフレの原因は，経済過熱+経済体制のモデルチェンジ時期に際
する混乱である。
抑制する方法について，三つの見解がみられる。
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トー…同規能町もの
改革の深化を通じて社会総需要を規制するもの
新経済秩序の設立を通じて社会総需要を規制するもの
現在では，政府は，行政的手段で経済環境を整備し，経済秩序を整
頓する方法で社会総需要を抑制している。
一、中国経済改革の中期目標と内容
u人民日報J海外版1988年10月6日)
中国経済改革の中期目標は，全面的な改革を通じて，現在の二重経済体
制，二重経済メカニズム並存の状況を終えて，新経済体制が主導的な地位
になり，新経済メカニズムを社会経済生活の主要な部分で運営するように
なる。
中国経済改革の中期の改革内容について (1)新しい企業所有制度を設立
すること (2)価格メカニズムの改革 (3)市場体系の完備 (4)社会マクロ経
済コントロール体系の設立と完備 (5)所有形態と構造の改革 (6)社会収益
分配体系の調整 (7)農村改革の深化。
四、中国価格体制と価格管理制度改革の短・中期目標
(国家物価局物価研究所の提言)
価格改革の中期目標一一一主として市場調節価格の新体制の仕組みを基本
的に設立し，初級産品(農産物，原材料など第一次産業産品)の低い価格
の問題(それらの価格と製造業の価格比の歪み)を基本的に解決すること。
価格改革の短期目標一一国民経済運営に悪い影響をひどく与える価格体
系と管理制度の欠陥を改革して新しい価格体制を設立するための基盤を作
ること。
注:(1) r中国物価j雑誌， 1988年第1号，国家物価局物価研究所「価格改革の中期的
設計Jp. 9。
(2) r経済研究J雑誌(中国社会科学院経済研究所編)1988年第9号，事生他「中
国改革十年:回顧，反省与前景」。
(3) r世界経済導報J1988年8月29日戴園長「価格を自由化するとかならずしも市
場が形成されることではない」。
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(4) r経済研究』雑誌(中国社会科学院経済研究所編)1988年第9号，筆生他「中
国改革十年:回顧，反省与前景J。
(5) rわれわれの直面する挑戦と選択J(中国経済出版社， 1986年)p. 890 
(6) r人民日報J(海外版)1988年11月8日葉振践「通貨膨張の治理は対外開放に
寄与する」。
(7) r世界経済導報j1988年9月5日楊培新「通貨膨張を抑制する対策につい
て」。
(8) r中国物価』雑誌， 1988年第1号，国務院発展研究センタ一価格組「価格賃金
及び生権制度の改革についてJp. 160 
(9) r経済研究j雑誌(中国社会学院経済研究所編)1988年第9号，華生他「中国
改革十年:回顧，反省与前景J。
(1988年10月25日成稿)一一
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